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■ シンポジウム開催報告 ■ 

「中国政治の光と影 －習近平体制の課題と展望－」 

 

日 時：2013 年 11 月 13 日（水）14：00～16：30 

場 所：JST 東京本部別館 １F ホール 

 

中国の習近平政権の発足から 1 年を迎えるにあたり、中国の政治・経済・社会の動向を解析しながら、近未来の日中交

流の在り方などを模索するシンポジウムを開催した。 中国ではいま、順調に続いていた経済成長の曲がり角に来ているとさ

れており、習近平政権の基盤がまだ固まっていないことと相まってチャイナリスクという言葉が取りざたされている。投資主導

の成長の裏に見え隠れする影の銀行、反腐敗運動の狙いと効果、厳しい日中関係の打開策など大きな課題が山積する一

方、李克強首相主導の経済活性化政策であるリコノミクスが打ち出され、経済構造を調整しながら緩やかな成長を目指して

いるようにも思われる。 このような改革を進めながら、中国は引き続き成長を成し遂げていくことができるだろうか。各地でデ

モや集会が頻発している中国社会は、安定した秩序を保つことができるだろうか。尖閣列島問題後に、膠着状態が続いて

いる日中の交流は、どのようにして打開して好転させることができるだろうか。 中国の専門家をお招きして習近平政権の 1

年を顧みながら、中国の現状と課題を分析し、今後の中国の行方と日中交流への道筋につて討論した。 
 
 

プログラム 

（１）講 演 

1. 坂東賢治（毎日新聞編集編成局次長） ／ 「『中国の夢』と『中国経済の昇級版』」 

2. 曲 徳林（清華大学社会科学院日本研究センター長） ／ 「習近平体制における中国の現状および展望」 

3. 朱 炎（拓殖大学政治学部教授） ／ 「中国経済の成長減速を克服するための新たな経済改革」 

4. 田中 修（日中産学官交流機構特別研究員） ／ 「『リコノミクス』について 

5. 美根慶樹（キャノングローバル戦略研究所研究主幹） ／ 「習近平政権の課題」 

（２）パネルディスカッション（上記ご登壇者） 
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１．講演録 

 

（倉澤治雄・中国総合研究交流センター副センター長）  

昨日、「三中全会（第 18 期中央委員会第三回全体会議）」

が閉幕し、習近平がトップになってからちょうど１年たっ

た。本シンポジウムはこれまでを総括しながら中国の今後

の政治、経済そして日中関係を模索していこうという趣旨

である。テーマは「中国政治の光と影―習近平体制の課題

と展望―」ということでご登壇の先生方よりお話を伺いた

い。毎日新聞編集編成局次長の坂東賢治様をモデレーター

にお迎えしている。 

坂東様には「『中国の夢』と『中国経済の昇級版』（アップ

グレード）」と言うテーマで問題提起していただく。次に

精華大学社会科学院日本研究センター長の曲徳林先生に

「習近平体制における中国の現状と展望」というテーマで

お話いただく。拓殖大学政治学部の教授でおられる朱炎先

生からは、「中国経済の成長減速を克服するための新たな

経済改革」というテーマで政治、経済両面を含めたお話を

いただく予定である。続いて、日中産学官交流機構特別研

究員の田中修様からは、最近よく「アベノミクス」と並ん

で使われる「リコノミクス」の特徴について、最後にキヤ

ノングローバル研究所研究主幹でおられる美根慶樹様か

ら「習近平政権の課題」として、“革命路線か経済成長か

－習近平政権の悩み”といった刺激的なテーマでお話をい

ただく。ご講演の後、パネルディスカッションに移り、会

場からのご質問もお受けしたい。 

 

① 「中国の夢」と「中国経済の昇級版」 

坂東 賢治 氏：毎日新聞 編集編成局次長 

 

1957 年 5 月 30 日 長崎県生まれ 

1981 年東京外国語大学中国語学科卒業後、毎

日新聞社入社 

政治部、香港支局長、論説委員、中国総局長、

ニューヨーク支局長、北米総局長を歴任。外信

部長を経て 2011 年 4 月より編集編成局次長 

 

----------------------------------------------------- 

まさに今日はグッドタイミングで各紙朝刊に三中全会

の記事が掲載されたところである。昨年 11 月の第 18 回党

大会で習近平体制が発足してちょうど 1年、簡単にこれま

での経過を振り返ってみたい。 

 中国共産党の党大会は 5 年に一度開催されるが、その 5

年の間に7回程度の小委員会が開かれることになっている。

3 月の全人代で政府の指導者が決まり、政権の長期的ビジ

ョンを打ち出すのが三中全会だが、1978 年の第 11 期、鄧

小平氏が改革派の宣言を打ち出した大会が有名であろう。

それ以降、1993 年には社会主義市場経済が打ち出されるこ

とになる。三中全会は重要な会議として位置付けられるが、

今回は習近平、李克強体制の下での長期戦略が打ち出され

るということで、その動きを注視していた。改革を深化さ

せていくことが昨日決定したが、この全文は恐らく来週辺

りには出てくるだろう。 

 公開される全文を見ながら、果たしてどの程度まで、ど

のような改革を進めていくのか、さらに分析が進められて

いくと思う。昨日の段階でも改革の深化、政府の関与を減

らして市場が決定できるプロジェクト、2020 年を目標とし

た主要な政府の機構、農村と都市部の問題解決、というよ

うな目標が打ち出されていた。また中国版 NSC（国家安全

委員会）のような組織を作ることが決まっており、国内の

社会不安や、対外関係、中央の軍やその他経済関係なども

含めていろいろなセキュリティ問題に対応していこうと

している。その辺りが今日のニュースのポイントであろう。 

 習近平氏は就任直後に「中国の夢」というスローガンを

打ち出した。日本人から見るとナショナリズムに聞こえる

かもしれないが、中華民族の復興という大きな 21 世紀の

全体目標を掲げ、中国共産党が成立して 100 年となる 2021

年までに全面的な「小康社会」（ゆとりのある社会）を建

設していこうということを一つの目標にしている。任期が

10年の習近平氏にとって、2020年は任期の最終年であり、

最後に自分の業績を成し遂げるという目標が定まったわ

けである。2022 年の 20 回党大会で次の政権に引き継ぐこ

とになろうと思われるが、それを前にした 2021 年に中国

共産党 100 周年の記念大会を開き、そこで成果を打ち上げ

たいというのが目標ではないだろうか。 

 また、新中国成立 100 年である 2049 年までに、民主的、

文明的かつ調和の取れた社会という、ある種中国的な意味

における先進国型社会を創っていこうというのが目標に

なっている。 

 「中国の夢」を打ち上げた後、今年の全人代の記者会見

で李克強氏が打ち出したものが中国経済の昇級版（アップ

グレード版）をつくっていこうということだった。既に大

きな枠組み改革・開放路線ということが決まっているが、

まだ遅れている部分があるから、効率を高めるためにパソ

コンソフトでアップグレードするように経済もアップグ

レードしていこう、というのがその意味するところである。

それに基づいた様々な策がある。政府の関与をなるべく少

なくしていくとか、貿易による外需頼みではなく内需、消

費主導型で発展していくような経済に変えていくという

ことだ。今までの 30 年間、中国経済は発展を続けてきた

が、その中で既得権益集団というのが着実につくられてお

り、規制緩和などを進めていこうとすると、当然それに対

する抵抗もいろいろ出てくることが考えられる。利害は非

常に複雑化しており、三中全会の前にテロ、爆発事故のよ

うなものが起きたり、山西省の共産党の前で爆発事故が起

きたりと、社会不安が高まってきている。 

 社会不安が高まれば経済成長も伸びなくなる可能性が

ある。習近平、李克強体制が今後 10 年続く中で、最初に

掲げた「中国の夢」第１弾を果たして実現できるかどうか。

これは一筋縄ではいかないかもしれない。 

 国外に目を向けると、日本との関係は 1972 年の国交正
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常化以来、現在最も悪い状況にあるように思う。依然とし

て首脳会談も実現しておらず、このような環境下でスター

トした習政権にはなかなか難しいところがあるのではな

いだろうか。 

 個人的な見方だが、東アジアの情勢を見ると、1970 年代 

に打ち立てられた東アジア

を安定化させるための方策

というのは現在では通用し

なくなっている。何か新し

いものをつくるしかないの

ではないかと思う。こうい

った知恵が中国でも日本で 

もまだ打ち立てられていない状態であり、周辺外交が安定

していない中で船出したことについて、中国も非常に心配

しているのではないかと思われる。この辺りを本日、４人

の論客の方々に分析していただき、私自身もこの場で勉強

させていただきたい。 

 それでは、最初に精華大学社会科学院日本研究センター

長である曲徳林先生から「習近平体制下における中国の現

状と展望」としてご講演をお願いしたい。内部からの報告

であるため、非常に現実を踏まえたものとして期待してい

る。 

 

 

② 習近平体制における中国の現状および展望 

曲 徳林 氏：清華大学社会科学院日本研究センター長 

 

2009 年、清華大学日本研究センター主任に

就任、現在に至る。1967 年、清華大学化学工

学科を卒業。1999 年から北京語言大学（ＢＬＣ

Ｕ）の学長、北京語言大学と清華大学の教授

を兼任。過去に清華大学化学工学科副主任、

同大副秘書長、同大外事弁公室任、中国駐

日本大使館主教育参事官を歴任。化学プロセ 

ス分析研究、エネルギー政策研究に携わるほか、6 つの国レベルの

プロジェクトの責任者であった。主な担当は、化学プロセス設計・最適

化研究の方法刷新。業績には、国家科学技術部科学進歩（二等賞）、

中国石油化学最優秀ソフトウェア（二等賞）および国家級発明特許 2

件がある。 

--------------------------------------------------- 

本日はこのような会にお呼びいただき、たいへん光栄で

ある。皆さんは中国事情に関心があり、周辺状況をよくご

存じの方々とお見受けする。今日は中国国内の視点から話

の内容を三つに分け、最初に「中国の夢」と中国の現状、

次に中国の経済情勢および「李克強経済学」、最後に中日

関係の現状および中日民間交流について見解を述べさせ

ていただきたい。 

 

 今から１年前、中国共産党の 18 次党大会において主席

に選ばれた習近平氏は、今年３月の全人代で「中国の夢」

という言葉を初めて使用した。ちょうど昨日まで中国にと

って大きなイベントである第 18 回三中全会が開かれ、今

後 10 年の中国の改革発展について、中国経済、国内状況

がどのように変わっていくか、改革をどのように進めてい

くべきかなどといったいろいろな問題が、これからの中国

の創世に向けて明確にされたところである。 

 「中国の夢」とはつまり「人民の夢」であり、その夢を

実現するには人民の支持が欠かせない。乱れた風紀も正さ

なければならないということで、習近平政権も風紀問題が

中国共産党の命運を左右するということをよく認識して

いる。風紀が良ければ人民大衆の積極性や主体性、創造性

を導き出すということにもなる。 

 今年６月に広東省の研究調査センターが「中国の夢」の

認知度に対する調査結果を発表したが、住民の 66％以上が

「中国の夢」を阻害する第1の要因は腐敗問題、賄賂問題、

と認識していることが明らかになった。 

 20 年以上にわたる高速的発展に伴い、確かに一部の人々

の生活は良くなったものの、いろいろな社会問題も出てき

ており、特に大きな問題として社会公平の欠如、廉潔、業

務の風紀問題が挙げられている。特に社会共同意識の薄弱、

金銭主義、行楽主義、賄賂の問題は幅広く存在する。現体

制には民衆より出てきた人が多いため、民情と国情の双方

を理解しながら社会の風紀改善に対し、真剣に取り組んで

いる。 

 そして今年の１月 22 日、共産党の第 18 回規律検査委員

会において習近平主席は党を厳しく管理改造することを

表明した。「トラ」と「ハエ」の比喩を用いて「トラ」は

経済違反的大物幹部、「ハエ」は小物と表現し、形だけで

はなく効果が出るまで努力し、同時に片付けるということ

だった。風紀問題には常に取り組み、法律と党規則に違反

する者は例外なく警告、処理しなければならないと指示し

たところである。 

 さらに習近平主席は権力運用の制度およびその監督を

強化し、不正ができないシステムを作り、不正を働くこと

を恐れるようになるまで厳しく懲罰することを強調した。

4 月 19 日に政治局会議を開き、今年後半から１年かけて党

の上から下までを対象に民衆路線教育の実践を行い、八つ

の規定を切り口として「四つの風紀」の問題を解決するこ

とも発表した。四つの風紀とは、形式主義、享楽主義、官

僚主義、ぜいたくの風潮のことである。同時に６条の禁令

も発表した。これは政治風紀としての公費による訪問や贈

与、宴会などを厳しく禁じるものである。 

 自分の知り得る範囲だが、大衆の反応としてはこれにつ

いて賛成する人が多いようである。多くの人々が不健康か

つ時間の無駄でもある公費の宴会を嫌っており、公費によ

る宴会の禁止で影響を被るのは高級レストランぐらいだ。

高級レストランは閉まっているが、それ以外の一般のレス

トランは依然として人気がある。大衆路線の教育として、

党幹部が国民のための業務を行うことを促進し、国民の生

活改善を図ることによって、民衆の信任回復につなげてい

る。今年は国慶節の前に中秋節があり、合わせて１週間、

廉潔運動が始まって以降、初めての祝日となったが、公費

http://www.spc.jst.go.jp/education/university/univ_003.html
http://www.spc.jst.go.jp/education/university/univ_003.html
http://www.spc.jst.go.jp/education/university/univ_003.html
http://www.spc.jst.go.jp/education/university/univ_003.html
http://www.spc.jst.go.jp/education/university/univ_003.html
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による宴会や贈与といったものが激減した。 

 

 ２番目の話題として、中国経済の現状と李克強経済学に

ついてお話する。中国経済は 20 年連続で２桁の高速成長

を維持してきたが、2011 年に 12％から 9.3％、今年に入っ

て 7.6％と、第３四半期には少し戻ったものの下向きにな

っている。習近平主席は APEC のサミット会議で４つの要

因を述べて楽観視していたが、私個人の理解としては、国

内経済状況のデータから考えるに、前半の GDP(国民総生

産)は7.6％増加しているため年度額の増加は7.5％以上に

なる可能性が高い。発展速度が安定する傾向は中国政府が

主導的に調整した結果であり、2020 年に国内 GDP および国

民１人当たりの収入を倍増させるという発展中期目標を

実現するためには 7％の増加で十分だと思う。 

 経済構造を転換することにより経済成長が安定する可

能性が高いことについて、いろいろな経済学者や李克強経

済学の説明などがあるが、本日は時間の関係で省略する。

李経済学の解読は国内で多くされており、そのキーワード

は経済構造の転換および持続可能な発展だと私自身は捉

えている。 

 

 政府の戦略選択のやり方について私には６つの考えが

ある。一つは政府の大きな戦略の決定として改革ボーナス

をリリースすることが一番重要だということ。改革開放後

30 年間経過し、中国は世界第２位の経済国となったが、こ

れは改革開放による成果である。そして中国の経済発展構

造の転換を加速するには改革が欠かせないだろう。経済体

制改革の核心は政府と市場の関係をうまく処理すること

にあるが、それは李克強首相が発足して以降初めて行う政

府機能の転換によって行政管理体制を改革することであ

る。 

 新しい行政体制改革としては、政府の政務を簡素化し権

利を分配することだ。市場の基礎が働くことによってマー

ケット主体の想像力を導き出せれば、最終的には経済発展

の顕在力を強化することになる。政府業務の重心を変更し、

良好な発展環境を作り出すことによって、優良な公共サー

ビスを提供し、社会の公平・公正を獲得するということに

もなろう。 

 そして経済構造の転換において財政、金融、価格改革の

レバレッジ効果を強調する。「営業税から増値税への変換」

の実権範囲を拡大し、利息マーケット化を推進、鉄道など

基礎工程の投資融資体制や資源商品の価格設定、公共サー

ビスなどの領域で改革を行う。行政管理と行政改革を深め

ることで行政審査を要するプロジェクトを可能な限り減

少し、マーケット経済をより良く活気づかせる。 

 ３番目として、経済状況の動きを注視しながら現在から

将来のマクロ政策を統括し、力を入れて正確な改革を実行

する。例えば第１、第２四半期の増加幅の連続下落に対し

て市場が悲観視されがちだったところ、政府は小企業への

減税や都市の施設建設およびバラック地区の改造といっ

た措置を採用し、西部や貧困地区の鉄道建設などを強化す

ることによって経済成長の安定化を図り、市場への自信を

取り戻している。 

 長期的な高速発展に向けた潜在成長力を発揮させるた

め、中国経済が新しいバージョンに入った現在は、経済が

発展するたびにもっと注意深くならなければいけない。産

業のアップグレードおよび経済構造の戦略的調整を通し

て改革の利益をもっと放出し、長期的に持続可能な発展に

向けて潜在力と創新力を発掘することにより、中国経済の

奇跡を持続させることを目指すのである。 

 先ほど申し上げたように着眼点は６つあり、一つは都市

化、これは内需拡大の最大動力となるもの。そしてサービ

ス業は雇用の最大保障である。さらに利率改革、民間資本

による金融機関の設立など。また減税政策、営業税から増

値税へ。そして金融、石油、電力、通信などの領域におけ

る新入許可の緩和。今後 5 年間、中国の輸入総額は 10 兆

ドルに、対外投資額は 5､000 億ドルに、海外旅行者は 4 億

人に達する予測がある。 

 中国経済のアップグレードと各項目の改革は深刻な改

革であり、非常に大きい利益調整に関連している。各方面

の体制規制の完備にも直接つながっていく。局面を切り開

く勇気を持ちながら、慎重に実施しなければならない。 

 

 皆さんが大きな関心が持たれることの一つに、上海自

由貿易区(FTA)の建設がある。中国国務院による上海自

由貿易区の建設は中国政府の新改革開放実験項目の一

つで、「方案」の詳しい規則はまだ発表されていないが

いろいろな方面で調整がされている。金融、貿易、航空

など５つの領域で解放政策があり、管理、税法、法規な

どの革新を全部一括している。FTA 建設は多重の改革利

益を導き、中国の新たな改革開放を切り開く見込みだ。 

 上海FTA建設は中国が積極的に対外開放を行う実験場で

もある。李首相はここで内需を拡大し、開放によって新た

な改革を促すと話している。FTA を建設する間、特殊な管

理監督や優遇税率が必要となるため、国内の中間貿易

（Re-Export Trade）や離港貿易（Offshore Trade）を大

きく促進するだろう。以上が中国経済についての私の理解

である。 

 

 最後に、中日関係の現状と民間交流について話したい。

今、中日関係は非常に困難な局面にあり、中日関係として

最悪の年ともいえよう。国家戦略や地縁政治、地域主導権

などの争いの他、領土問題や海上権利の問題など利益の争

いもある。かなり複雑な局面もあり、日本政府が島を購入

して以降、対立はさらに深刻化している。なかなか緩和の

兆しが見られず、政治上の対立のみならず軍事対立にまで 

発展する可能性があるかも

しれない。 

 私は中日関係の現状を次

のように理解している。安

倍政権の長期化と中国の釣

魚島所有権保有の立場で、 
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釣魚島巡回は常態化しており、このような状況では中日関

係の対立は短期間で変わることはないだろう。対立が長期

化することについての覚悟と戦略準備が必要となる。 

私は国交正常化における最も重要なことは、国民同士の

理解と民間人の交流だと考える。グローバリゼーションの

時代、社会は大きく変動して価値観も変わっていく。その

中で国民、特に青少年の交流が非常に重要になるのではな

いか。両国には２千年以上の長い交流の歴史がある。戦争

の歴史もあるが、国交が正常だった時代もある。近代史を

良く見れば両国の民間交流は非常に歴史が長い。新たな戦

略的衝突関係を迎えることで、民間交流も新しい挑戦を迎

えることになろう。両国民の経済、教育、科学技術、国民

意識といった要因的影響は政治要因による影響よりもっ

と大きいと思う。これからの時代、国民相互の交流が歴史

的に重要な意味を持つようになるのではないだろうか。特

に科学技術や文化交流、特に若者同士の交流を深め、平和

友好と共同発展が民意の主流となることを目指して交流

することが非常に大切だと思う。科学技術や文化交流の切

り口を拡大することは有効だということだ。 

 

 グローバル化を背景とした両国間における科学技術と

文化交流の切り口について見解を述べたい。中国経済は日

本を超えて世界第２位となったものの、国民１人当たりの

収入はまだ低く、中国はいまだ発展途上国で日本は先進国

である。日本の経済総量は中国より少ないように見えるが、

１人当たりの GDP でみると日本はかなり高い。中国と日本

は非常に近い国だが、それぞれの夢を実現するには一国の

努力だけでは難しく、互助的な関係が重要だと思う。日本

経済は円安だけで発展につながるというものではないが、

科学技術力を発揮して既存設備の更新、産業構造の改革、

さらに中国の若い世代も利用して、お互いが WinWin とな

る関係を構築できればいい。 

 

 環境問題解決のための科学技術協力や連携も効果的だ

ろう。日本では 1970-80 年代の高度成長期に環境汚染問題

に対して政策的にも力を入れ、非常に奇麗な国になった。

中国はその産業発展や製造業の拡大により環境問題がか

なり悪化し、特に大気汚染、PM2.5 の問題は非常にシビア

な状況にある。その対策として日中協力も有効であろう。 

 中国の高齢化も深刻化しており、今年末には 61 歳以上

の人口は 2億人となる。養老施設や医療サービス、医療政

策に関しても日中協力の強化は必要だと思う。 

若者の交流を常態化し、科学技術と社会発展の調和とい

う理念に基づいた交流を深めていくことがますます必要

となろう。 

 

 

 

 

 

 

③ 中国経済の成長減速を克服するための新たな経済改革 

朱 炎 氏：拓殖大学政治学部 教授 

 

中国上海市生まれ、1982 年に復旦大学経済

学部卒、上海市政府財政局勤務を経て、86

年に日本留学。一橋大学大学院修了後、90

年に富士総合研究所、96 年に富士通総研に

入社、2009 年に拓殖大学、現在に至る。 

 

--------------------------------------------------- 

習近平政府による新たな経済改革がスタートし、ちょう

ど昨日、三中全会が終わったところだが、今日は皆さんに

中国経済の景気動向―実体経済の状況をお話し、なぜ今景

気が減速しているのか、いろいろと構造問題を抱える中で

政治の持続に必要な抜本的な改革は何なのか、私が理解し

た新しい改革についてご報告したい。 

 

 まず経済の動きについて。金融危機の直後、中国経済は

短期間で高成長に戻ったものの、その後、特に 2012 年以

降の経済成長速度はかなりスピードダウンしてきた。この

下の図に示す赤い線は、GDP 実質成長率の四半期別の前年

同期比だが、これで見ると、2000 年あたりの２桁からずっ

と下がってきて、今は７％台に落ちている。第３四半期に

は若干持ち直したが、前年比で 7.8％、前期比で 2.2％と、

これまでと比べるとずいぶん低い。そこで政府が中小企業

への支援をしたり、あるいはインフラ建設の加速などいろ

いろと浮揚策をとったりしたことにより、最近、特に６月

以降は良くなってきている。 

 しかし、この下の図の需要項目別の成長への寄与度を見

ると、資本形成の部分が再び膨らんでおり、直近の第２四

半期、第３四半期にまた大きくなっていることから、やは

り現状としては投資に頼っているのではないかというこ

とが言えると思う。 

 

 次に各分野について確認したい。左下の図にある消費の

動きだが、消費財の小売総額の前年同期比、総額、金額と

前年同期比伸び率は 20％程度の成長が通常だったが、最近

はかなり下がり、13％、15％程度になっている。十何％の

成長を日本に照らし合わせると良いと見えるかもしれな

いが、景気減速の中でこのぐらいの数字ということは、消

費の底が固いということではないだろうか。いずれにせよ、

消費としての成長率はかなり落ちてきた。 

 投資について見てみる。これは中国の統計で、内容とし

ては１月から何月の累計として発表しされたものだ。国の

投資の動きとして、固定資産投資の金額と前年同期比の伸

び率をとったが、１月から６月累計、１月から９月累計な

どとして毎月の金額に換算するとこのようになる。伸び率

で言うと、高いときは 30％が普通だったが、今はずっと

20％前後、これも成長率がかなり落ちてきていると言える

のではないだろうか。 

 また、輸出の方だが、これは毎月の輸出金額（ドルベー 

http://www.spc.jst.go.jp/education/university/univ_042.html
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ス）で示されている。前年

同期比の伸び率で見ると、

伸びてはいるけれども、や

はり 2002 年以降、かなり落

ちてきている。もちろんこ

れは国内の要因だけではな

く、世界経済が金融危機か 

らいまだ回復していないという事情もある。９月にマイナ

ス成長で、10 月はやっと持ち直して５％ぐらいの成長だっ

た。全般的に見ても、現在の輸出が経済を引っ張るという

力はないだろう。 

 また、下の工業生産の方、中国の工業生産支出は発表が

遅れるため、工業の付加価値の前年同期比の伸び率、これ

が工業生産指数に変わって分析に使えるようになるが、こ

れを見ても、前年同期比の伸び率は、現在 10％前後。昔に

比べて相当落ちてきている。９月、10月は、だいたい10.3％

で維持しており、工業生産もあまりよくないというところ

だ。 

 ただし、企業の経営評価、つまり企業が景気をどう見て

いるかについてだが、中国でよく使われる製造業の購買マ

ネージャー指数－PMI で判断すると、50％を超えると景気

が良くなると言われている。最近の数字を見るとこの２、

３カ月はいずれも 50 を超えており、しかも上向きになっ

ている。よって、製造業、あるいは工業生産にとって現況

はあまり良くないが、今後に対しては若干明るくなるので

はないかということが見てとれる。 

 また、右上の図は物価についてだが、これで見ると、上

の線の消費者物価指数はこのころだいたい安定しており、

10月は3.2％。しかし、問題は下の生産者物価指数の方で、

10 月はマイナス 1.5％、これが何を意味するかというと、

過剰生産で在庫をたくさん抱えている、あるいは価格競争

ということで、生産者物価指数はずっとマイナスである。

つまり工業生産の減価ということが言えるのではないだ

ろうか。 

 

 このように、景気が減速していることを政府がどのよう

に認識し考えているか。今の低成長の原因の一つとして、

金融危機後の大規模な景気対策を実施した際に飲んだ劇

薬の副作用、あるいは反動として仕方ないという認識があ

るが、もう一つ、この景気の下がりが逆に構造調整のよい

チャンスだとも捉えている。「リコノミクス」とも表され

るが、この基本的な考え方は市場の役割と構造調整を重視

し、安易に景気を刺激しないということで、これが今の政

策となる。 

 また、経済を実体的に見ると、経済成長率が７％台に下

がってはいるが、実のところは深刻な不況ではないのでは

ないだろうか。なぜなら雇用が保たれているからである。

日本の有効求人倍率のような資料が中国にもあるが、これ

が金融危機以降もずっと１を上回っている。つまり、失業

問題は当面心配せずともよく、そのため大規模な刺激策を

実施する必要もないと考えている。結果、浮揚策はインフ

ラ建設の加速など小出しで行うことにとどまっている。 

 

 皆さんに紹介したいこととしてもう一つ、１月から９月

の経済の統計が発表された後、この間の経済をどう認識す

るかという国家統計局広報官の公式発言、あるいは政府が

今の景気をどう認識しているかという話がある。それによ

ると、現在の 7％台はまだ安定成長と言え、若干、上がっ

たり下がったりしているが、これは許容範囲内だというこ

とだ。また、構造調整を進めていくことにより、今は落ち

込んでいても、成長の質と効率はかえって改善するという

ことであった。また社会的な期待－企業、あるいは消費者、

投資者と消費者の景気に対する予想が安定、あるいはプラ

スの予想をしているため、結果として消費活動や投資活動

に出るだろうという認識がある。さらに第３四半期以降、

年末にかけてさらに良くなるというのが中国の公式見解

だ。 

個人的には、今年は 7％台程度の成長を維持するだろう

とみている。今までの２桁成長に比べれば相当な減速だが、

今年はこのあたりの数字を維持するだろうと思う。 

 なぜ減速するか。私見として、これはやはり構造問題を

抱えているからだと考えている。持続的な高成長に対し、

この 10 年の改革の停滞と前政権後期におけるやる気の無

さ。これが累積した構造問題は今の高成長を恐らく妨げる

のではないだろうか。所得分配の不公平、格差、過剰生産

能力、過剰投資、労働力不足と賃金上昇、地方政府の財政

問題、過剰債務の問題、さらに国有企業の独占問題による

民業圧迫という問題。高成長を維持する、あるいは以前の

レベルの成長軌道に戻るなら、さらなる改革で構造問題を

解決しなければならないのではないかと考えている。 

 

 では、どのように改革していくのか。 

９月にスタートした上海自由貿易実験区は貿易関係の

ためだけと認識されることが多いが、ここで構造改革、特

に規制緩和を断行し、上海の一部地域で実施して成功した

らまた広げていくということがある。具体的にかなりの部

分で思い切った規制緩和をとっているところもある。貿易

だけでなく金融、為替、証券投資、企業設立など様々なと

ころがある。私が見るに、規制緩和、つまり今の政権が目

指している市場の役割強化について言えば、三中全会の改

革を先駆けて実施しているのではないかと思う。中には相

当大胆なものもあり、例えば金融なら金利の自由化や銀行

設立の自由化。また、為替の人民元の自由交換や外資によ

る証券投資の自由化。会社の設立にも政府の認可を必要と

しないなど、相当思い切ったものがある。 

 その本幕は三中全会の改革案であろう。昨日、三中全会

が閉幕し、夜には会議のコミュニケが公表された。さらに、

会議においては改革の全面深化に関する重大な問題の決

議、採択がされたが、ここで具体的にどんな改革を行うか

についてはまだ発表されていない。この決議の中身は、今

後発表されるだろう。 

分野ベースにおける新たな改革の具体案もこれから発
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表されると思う。現時点でコミュニケから読み取れる新し

い改革を理解しようとする際に、いくつかポイントがある。

一つは 2020 年までの改革の設計図としてのトータルプラ

ン。また、もう一つのポイントは改革が経済分野だけにと

どまらないということだ。スクリーンの資料は昨日発表さ

れた一番新しいものを急ぎまとめたもので、皆さんのお手

元の資料と違い申し訳ないが、つまり、これは全面改革を

意味しており、ここに書かれた全面改革と改革の深化は経

済のみならず政治、社会、文化、いろいろな分野に及ぶと

いうことである。さらにもう一点、改革の核心として政府

と市場の関係を再構築するということがある。これはまさ

に習近平と李克強がずっと目指してきた市場の役割強化

であり、市場の役割を重視して政府の介入をいかに減らし、

規制緩和を取るかということが今回改革の中心的なとこ

ろではないかと考える。 

 資料の次のページにはこのコミュニケで説明した 14 の

改革分野が明らかになっているが、これで見ると、経済だ

けではなく文化、社会、生活、環境など様々なものが含ま

れている。国有経済は国有性経済の主体を堅持するとある

が、これは少々意外だった。公にこれからの国有経済の中

心的位置について言っているが、国有企業、独占企業のこ

とはこれから解消されていくのではないかと思う。国有経

済が中核、主体であってもバランスとして非国有経済を促

進するというのが今までのことで、今回から国有経済の改

革、もしくは独占問題に対応すると言っている。具体的な

ことはこれから出てくるだろうが、今までのことをわざわ

ざことさらに強調する必要は無かったのではないかと感

じられた。いずれにせよ、個人的な感想を総括すると、今

後さらに具体的な内容が出てくるだろうが、経済だけでは

なく他の様々な分野の改革について対応していこうとい

う姿勢が見えたということである。 

 

 

④ 「リコノミクス」について 

田中 修 氏：日中産学官交流機構 特別研究員 

 

1958 年東京に生まれる。1982 年東京大学法

学部卒業、大蔵省入省。1996 年から 2000 年

まで在中国日本国大使館経済部に 1 等書記

官・参事官として勤務。帰国後、財務省主計

局主計官、信州大学経済学部教授、内閣府

参事官を歴任。2009年4月―9月東京大学客

員教授。2009年10月～東京大学EMP講師。 

学術博士（東京大学）。 著書は「2011～2015 年の中国経済―第 12

次5ヵ年計画を読む―」（蒼蒼社）、「検証 現代中国の経済政策決定

－近づく改革開放路線の臨界点－」（日本経済新聞出版社、2008 年

アジア・太平洋賞特別賞受賞）、「中国第10次5ヵ年計画－中国経済

をどう読むか？－」（蒼蒼社）、「中国は、いま」（共著、岩波新書）、

「国際金融危機後の中国経済」（共著、勁草書房）、「中国経済のマク

ロ分析」（共著、日本経済新聞出版社）、「中国の経済構造改革」（共

著、日本経済新聞出版社）など。 

--------------------------------------------------- 

「リコノミクス」について、お手元のレジメに沿って説

明させていただく。 

 一般的にリコノミクスは３つの要素があると報道され

ている。金融の膨張を防いでいくこと、構造改革を進めて

いくこと、そして大規模な財政による刺激をしないこと。

しかし、李克強首相の就任後の発言などから、その３つで

全部をくくることに物足りなさを感じる。そこで、彼の会

見や演説、「フィナンシャルタイムズ」への寄稿を材料と

して用意し、大きく４つの施策として考えてみる。 

 李克強首相が就任した直後、3月 17 日に内外記者会見を

しており、ここでかなり網羅的な彼の政策が出ている。ま

ず政府機構改革について発言しているが、ここで重要なこ

とは機構の改革ではなく政府機能の転換であり、これが改

革の核心だと述べている。お手元の資料に重要な部分をゴ

シックで示しているので、その部分を中心に追っていただ

きたい。 

 この中で、政府と市場の関係をとにかく明確化・調整す

る、と言っている。市場でできるものは市場に任せ、政府

はやらなければいけないことをしっかりやるということ

で、政府と市場の関係を再調整するのだ、と。なぜそれが

重要なのかと言うと、これまで起こっていた中国経済の

様々な問題における影の部分というのは、政府が市場との

関係をうまく処理してこなかったことに起因するからで

あるということだ。つまり、政府はミクロの経済活動、例

えば、企業の投資活動や金融機関の融資活動に過度に干渉

して企業のコーポレントガバナンスの確立をむしろ阻害

し、逆に、政府のやるべきこと―最低の医療保障、最低の

住宅保障、義務教育の問題―について役割を果たしてこな

かったため、医療費が高騰したり住宅価格が高騰したり、

貧しい人たちが病院にも行けず子どもを学校に行かせる

ことができない、住宅にも入れないというような問題が起

きてしまった。そこで規制緩和となる。資料に示したよう

に、1,700 余りある許認可事項のうち３分の１以上を任期

中に削減することを公約しており、既に現在までに 334 項

目について整理がされている。 

 

 次に中国経済成長についてだが、年７％成長が必要だと

言っており、これは恐らく彼が考えている成長のぎりぎり

の最低ラインではないかと考えられる。その中で施策を挙

げ、中国経済のアップグレード版を作っていくということ

である。 

 

 ３ページに示した簡素な政府、つまり、政府と市場を見

直す中で政府を簡素化していくということだが、その中で

３つの約束をしている。一つは箱物をつくらない。２つ目

に役人を減らしていく。３番目が、公費接待・公費海外出

張・公用車といったものを減らしていく。こうして政府を、

予算面、投資面、定員面でも簡素化していく。これらが政

府の機能転化の一つの大きな柱になるということだ。 
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 そして、２つ目の大きな柱というのは、やはり改革であ

る。改革について唱えるだけでなく、とにかく行動するこ

とに価値があるとし、具体的には、資料にある通り、財政

については透明化、金融については金利・為替レートの安

定、サービス業の開放、所得分配については都市と農村格

差の是正、社会保障については、セーフティーネットの確

立、それから社会の公正というところで、民営資本が金

融・エネルギー・鉄道等の分野に参入することを推進する

など、民間資本、民間活力の活用ということを挙げている。

これも先ほど申し上げた政府機能の低下と裏腹の問題で、

規制緩和をしながら、従来国有経済が独占していた分野に

民間資本をどんどんと入れていくことが政府機能転換の

一つの柱にもなるわけである。 

 そういう改革下においては、固有の利益構造に必ず抵触 

し既得権益とぶつかるため

大変な反発が起こりやすい。

改革は国家の命運、民族の

前途に関わるため、勇気・

知恵・粘り強さを持ちなが

らしっかりと行動しなけれ

ばいけない。 

 

 ３つ目の柱が都市化である。都市化は李克強首相が就任

前から強調していたことだが、なぜ都市化が必要なのか。

それは先の先生方からもお話があった通り、中国の経済成

長率はだんだん落ちてきており、その中で中期的に持続的

な成長を維持していくためには、やはり都市化が必要だか

らである。都市化を具体的に言うと、農民を都市に移し、

都市の住民にしていくのだが、農民の消費量に比べて都市

住人の消費量は大きく、農民を都市住人化することによっ

て消費が拡大する。そして、都市が拡大すればインフラ整

備が必要となり、投資が増える。さらに都市が拡大すれば

サービス産業が勃興し、これまでの第１次産業偏重の経済

から、次第に第２次産業、第３次産業の経済への転換が可

能となる。そのような意味で、李克強首相は都市化が中国

を持続的な成長のための柱になると考えている。 

 都市化というのは人を核心とした都市化であり、農民が

都市に来てもスラムの住人と化してしまったら意味がな

く、住人になったからには都市の基本的な公共サービス、

例えば、社会保障や子どもの教育、住宅といったものを平

等に受けさせることが必要となる。人を核心とした都市化

ではなく単に人を移しただけいうことになれば、大変な財

政的な負担も抱えてしまう。 

 そして、都市病―例えば環境汚染、ごみ問題、交通渋滞

など、都市部で発生するさまざまな問題―を防止する。高

層ビルが連立する一方でバラックが連なるような都市は

つくらないということである。また、都市化によって農業、

農村が衰退してしまうと食糧安全保障に大変な支障が起

きるため、農業の現代化と相互補完的でなければならない

ということ。このように都市化と言っても内容がいろいろ

とあることから、各種改革と併せて推進する必要があると

いうことを言っている。これが李克強首相の第３の柱、都

市化の推進である。 

 

 次に、彼が「フィナンシャルタイムズ」に寄稿した論文

についてだが、その中にいくつかのヒントが出ている。上

海の自由貿易試験区という話などいろいろと書かれてい

るが、一番重要なところは、7 ページの中央に示した“中

国政府は、経済運営の合理的区間の「上限」「下限」を明

確にし、過度な波動を防止することとした”であり、これ

が第４の柱である。「上限」「下限」ということを決めて、

動的なコントロールの中で経済を安定させていく、そのよ

うなマクロ経済運営を行っていこうというのが第４の経

済政策である。 

 これはどういうことかと言うと、まず「上限」とは何か、

「下限」とは何かということだが、下限というのは、成長

を安定させて雇用を促進させることである。つまり、成長

があまり下がってはいけないし失業者を増やしてもいけ

ない。その成長の下限は何かというと、今年は 7.5％を目

標にしているので、一応、7.5％である。が、彼らは別の

会議では 7.2％という数字も出している。約１千万人の雇

用を安定的につくり出していくための成長率がだいたい

7.2％だということを別のところでは言っており、7.2％に

すると、GDP は 10 年で倍増するので、そういう意味でも

7.2％というのは目安になる。 

 7％というのは、現在進行中の第 12 次５カ年計画の平均

成長目標でもある。よって、7％がデッドラインで、7.5％

は当面、今年の目標であり、徐々に 7.2％へ落としていっ

て最後は 7％でも仕方ない、そういう考えではないだろう

か。中国の失業統計は非常に不正確で、経済がどんなに悪

かろうが、3 年間 4.1％が続くというような統計だったた

め、現在、新しい失業統計をつくり始めているらしいが、

5％の調査失業率とあるので、恐らく何か違う失業統計を

つくって、それを目安にして「下限」を考えていくのだろ

うと思う。 

 「上限」は何かというと、これはインフレである。イン

フレ率が 3.5％を超えてしまったら引き締めるということ

だ。今年の抑制目標は 3.5％でだいぶ近づいてきていると

ころだが、3.5％を超えてしまった場合には、金融引き締

めなどといったことが発動する。インフレが起こらず、失

業も増えない間に、構造改革、あるいは成長方式の転換と

いったことに取り組む、と。大規模な経済政策は発動しな

いというのが、彼の主張というわけだ。 

 

 夏季ダボス会議における彼の演説についてだが、（１）

において、長期を考えてマクロ経済政策を安定させている、

つまり短期的な刺激政策などによって経済を押し上げる

のも一つの方法だが、これは真の解決にはならないという

ことを言っている。長期的な視点になれば、もっと違うや

り方をすべきである、と。そこで財政政策として財政赤字

を拡大させない、むしろ構造を調整すると言っているし、

金融政策としては緩めることもしないが引き締めること
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もしない、流動性をしっかり管理していくとしている。一

方で、リスクについては財政不安や地方政府の債務問題な

どといった問題についてきちんと対処していくのだと言

っている。リーマンショックでやったような、財政の大規

模出動、金融の大幅な緩和といった発動はせず、あくまで

も大きな経済構造改革を進めていくことを方針とすべき

だとしている。 

 そして、やはり政府の簡素化とか環境保護について言っ

ており、また下のほうには混合所有制経済という言葉があ

る。民営資本をどんどん入れていくようになると、経済は

事実上、混合所有制経済に移行せざるを得ないので、こう

いうことを初めて表現している。 

 

 以上をまとめると、リコノミクスには４つの柱があると

考えられる。 

一つは、政府機能の転化。政府機能の転化を図るという

ことは、政府と市場の関係を見直し、整備する。そして、

政府の役割を限定し、規制緩和を行い、民間活力を導入し

ていくということ。 

２つ目の改革というのは、多方面の改革の実行。岩盤と

なっている大きな困難に立ち向かって、改革開放政策を行

動に移す。３番目は都市化を推進することにより、経済の

持続的な成長力を維持すること。４番目に、マクロ経済政

策については「上限」「下限」を設定し、安定成長におい

て構造改革に取り組む。 

 これらが、彼の経済政策の大きな全体像ではないかと思

うが、リコノミクスがうまく機能していくために、三中全

会の決議がどの程度入っているのかということが、今後注

目される点になろうかとも思う。 

 

 

⑤ 習近平政権の課題 

美根 慶樹 氏：キヤノングローバル戦略研究所研究主幹 

 

学歴： 姫路西高第14期生。東京大学法学部

卒業。ハーバード大学にて修士号（地域研究）。 

職務歴： 1968 年、外務省入省。72 年、日中

国交正常化交渉に参加。86 年から在中国大

使館参事官（政治部長）、94年、内閣審議官と

して戦後処理問題などを手掛ける。99年から2

年間防衛庁で国際担当参事官、2001 年、在 

ユーゴスラヴィア連邦共和国特命全権大使、04 年、在軍縮代表部特

命全権大使、07 年、日朝国交正常化交渉日本政府代表を命じられ、

9月にウランバートルで日朝交渉。09年、外務省を退官し、キヤノング

ローバル戦略研究所研究主幹。 

--------------------------------------------------- 

最初にご紹介いただいたように、私は少々刺激的なテー

マでお話したい。習近平政権が直面している問題について、

3 人のスピーカーからいろいろな形で説明いただいたとこ

ろだが、同じことを、多少違った角度からお話したいと思

う。経済にしても、改革の方針などといった前向きな捉え

方があるが、その根底、もしくは前提になっている諸問題

について、例えば国有企業が多くなっているとか、あるい

は権力をさらに増やしていくかどうかというような問題

が問題自体としてどうなのか、そのようなことを問題とし

なければいけないということはどういうことなのか。初め

にそれを前提として申し上げておきたい。 

 

 このたびの三中全会に臨むにあたり、２つの大きな考え

方、主体というものがあったように思う。その一つが習近

平政権に対する期待感であり、改革というものをさらにも

っと大胆に進めてもらわなければ困る、ぜひそうしてもら

いたい、そのチャンスもあると。こういった期待感が非常

に強かったように思う。 

 もう一つは、これまで高度成長してきた間に生じてきた

いろいろな問題、ゆがみを直してもらわないと困るという、

これも一種の期待感とも言えるが、懸念的な考えである。 

 

 先ほど申し上げた習近平政権にとっての問題について、

何が問題かといった観点から少しおさらいしてみたい。ま

ず、成長の鈍化。それから、成長の中でいろいろ改革、努

力をしてきたが、現在経済は過熱状態にあるということ。

本当に過熱状態かどうかという問題ももちろんあるが、い

ろいろな数字、例えば、通貨供給量の数字を見ても大変不

安定な状態にある。従って、インフレの物価上昇率が問題

になるというような前の話につながるのである。 

 そして市場経済化の問題。3 人のスピーカー全員が指摘

されたことだが、金融制度というのも、上海自由貿易区の

説明にあったように、例えば利率の自由化であるとか資本

のさらなる導入、そういう必要性がある。その際の問題は

何かと言うと、シャドーバンキングというものに頼らざる

を得ないということである。金融というものが中国では十

分に機能していないからだ。従って、特区というのもその

ような発想から出てくる。そういう問題である。 

 土地問題もある。土地問題には税制の部分もあるが、こ

ういう切り口と同時に地方と中央の関係がある。1990 年代

半ばに中国は大幅な税制改革を行い、中央の歳入が多くな

るような税制改革、分税制がなされ、その結果、中央にお

金が入り、地方にはお金が入らなくなった。地方はどのよ

うに歳入を確保するかということが問題になった。 

 少々飛ばすが、現在、起こっている問題の一つというの

は、地方は土地を再開発するということによって収入を得

るというのが大きな歳入源になっている。ところがそれは、

農村、農地を開発するということなので、言葉は悪いが、

結局、農民から取り上げるようなことが必要になる。しか

し、それはその地方にとってどうしても必要だということ

で、税制にも絡み、中央と地方との関係にも絡む。もちろ

ん金融問題にも絡む。地方政府としていかにこのお金を調

達するか、そういう問題で、同時にシャドーバンキングの

問題も関係する。 

 このように、様々な問題は中央と地方の間に存在するよ

うに思う。従って、いろいろな経済面においても、問題が
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絡み合っているというところがあるのではないだろうか。 

 

 政治・社会問題をおさらいすると、民主化というのが最

大の問題で、これは「できない、しない」としている。今

度は現実的な問題になるが、大きな政府を小さくしなけれ

ばいけないとか、あるいは能率の悪い政府を切り詰めたり

改革したりして、能率のいい政府にしなければいけないと

いう問題、地方との関係は先ほど申し上げた通りである。 

 社会不安についてだが、現在、中国では群体性事件とい

う多数の人が参加する激しいデモが１年間に 10 万件ぐら

い起きており、この 10 年間の数字を見ると、ものすごい

勢いで増えている。これが一つの問題でもあるが、その根

底にあるのはいわゆる格差で、経済問題、収入の格差、社

会保障などといったいろいろな問題があるが、それら全て

に絡むのが戸籍問題である。 

 中国には、2.6 億人のいわゆる農民工という人々がいる。

しかし戸籍を見ると、農村戸籍は 70％を超えていることか

ら、全体的な数字にすると 10 億人近い数字が農村戸籍と

いうことになり、都市戸籍の人は 3.6 億人、ちょうど EU(欧

州連合)の人口とほぼ同じになっている。これは変化の途

中にあるところだが、全体が非常に大きいため、残ってい

る問題も大きくなるだろう。さらに少数民族問題もあるが、

ここでは置いておく。 

 

 こういうふうに、経済面、社会面、政治面でいろいろな

問題があるときに習近平政権が成立したということだが、

ここからだんだんと申し上げたいことに入っていく。 

習近平政権はいろいろな意味で、革命第５世代と言われ

ている。毛沢東の時代、鄧小平の時代、江沢民の時代、胡

錦濤の時代と来て、その次ということだ。どちらかと言え

ば、江沢民や胡錦濤と近いという印象が強いのではないか

と思うが、彼らの時は 10％を超えてどんどん経済成長が

進んできた時代であり、そこが大きく違う。成長カーブが

少し下降ぎみになった時に、いろいろな問題ごと引き継い

だ、というのが習近平である。 

 

 最初にもお話ししたように、今回の三中全会については、

経済にも政治にもいろいろな問題があるからそれを解決

してもらいたい、そういう方向性を出してもらいたいとい

う期待感が非常に強かった。しかし、そこで容易な対応は

しにくい。ある意味では見えにくいところもある。しかし、

一定のきっかけからだんだんと見えてきて、日本でもだい

ぶ知られるようになった。その典型的な例が薄熙来（はく

きらい）だった。 

ご承知のとおり、薄熙来は刑事事件としてすでに判決も

出て収監されているが、薄熙来に対する支持者が今でもた

くさんいることを聞かれているかと思う。支持者いわく。

薄熙来は確かに個人的な利益を得たとか夫人の関係とか

いろいろあっても、貧しい者、大衆のためにいろいろなこ

とをしてくれた、それ自体は良いことで事実だ、と。それ

で大衆の支持がある。 

 中国は改革開放を進めていき、確かに素晴らしい経済成

長を実現したが、その間にいろいろな変化が起きている。

そのうちの一つが、大衆の位置付けである。 

社会階層というのは人々の位置付けのことで、どういう

ことかと言うと、一般の農民、労働者たちは社会階層モデ

ルの中では一番下ぐらいに位置付けられている。社会科学

院が行った研究があり、ここでは10の階層に分けている。

その 10 の階層の一番上が国家と社会の管理層、要するに

国家の指導者、2 番目が企業経営幹部。さらに中間幹部、

技術者、専門家と続き、8 番目に産業労働者、9 番目に農

業労働者が出てくる。10 番目は失業者。階層と考えていい

のかどうかよく分からないが、ともかく、そこまで下がっ

てしまっている。 

 ところが、革命思想というのはそうではない。マルクス、

レーニンの考えているのはプロレタリア、つまり無産階級

である労働者や農民が革命を主導するということだ。これ

は建前ということもあるが、中国革命が成長してきたその

過程を見ると、それは農民であり、労働者はそれほどなか

った。農民が主体だというのは、毛沢東首相がいろいろや

ってきたところでもある。 

 要するに、革命思想において最も政治的に重要なグルー

プである農民や労働者が、いつの間にか今は社会の階層の

中で一番下に位置付けられている。これが高度経済成長の

中で起こったこと。それは革命思想の問題かもしれないが、

実際は格差が大変であり、先ほどお話したような群体性事

件という社会不安を引き起こしている。今中国で起きてい

る社会不安の大きな原因でもあるのが土地をめぐる話だ。

特に農村では農民の土地を地方の政府や幹部が必要とし

たため、それを売り飛ばし、農民にはわずかな補償金しか

与えない、ということが起きている。 

 烏坎村（うかんそん）という地域では、最初は村の幹部、

共産党の幹部も実力で抑え込もうとしたところピケット

まで張られ、大きな事件になった。結局、中央もこのまま

では困るとなり、どちらかというと農民の方が勝つといっ

たような激しいケースとなった。 

 

 なぜここで「80 年代と似ている？」と書いたか？ 実質

的には 1970 年代の終わりからだが、1980 年代はまさに改

革開放が始まった年である。失われた 10 年と言われる文

化大革命があり、文化大革命が終わった 1979 年以後、中

国を立て直すということで復活したのが鄧小平であった。 

他の国がどんどん発展している脇で、中国は発展しないど

ころか国内が滅茶苦茶になってしまうと…。それまでの状

況を大きく変える歴史的、客観的な状況があり、その中で

打ち出された正しい施策ということだ。どこが似ているか

と言うと、確かにこれまで高度成長を成し続けてきたが、

問題もいろいろ出てきた。だから、このままではなく、大

きな新しい方向性を出していくべきだ…ということから、

三中全会に対する期待感にもなっていったということで

ある。 
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 これに対して、習近平主席がどう対応するかというのは

非常に難しいところだ。三中全会の公報には、現在の中国

が直面しているような問題がほとんど全て盛り込まれて

おり、そういう意味においては総花的である。中でも、彼

が力を入れてきたのは、大衆を重視するということ。これ

は非常に正しい。正しいが、いろいろな意味で見ていく必

要がある。彼はここで革命路線を重視したということでも

あるわけだ。 

 

 もう一つ、習近平主席が実績を上げたことに腐敗の取り

締まりがある。かなりしっかり取り組んでおり、部長クラ

ス、つまり大臣クラスで挙げられたものもいれば、中国石

油天然気集団公司という、有名なスーパー企業のトップも

調査を始められている。これらは大変大きなニュースであ

り、さらに人民司法院の副委員長も挙げられている。先ほ

ど蒼蠅（ハエ）と老虎（トラ）の話があったが、老虎もた

たいたというのが事実で、腐敗対策の面ではそれほどに実

績を上げている。 

 しかし、大衆はもう少々複雑なようである。大衆を大事

にしなさいというようなキャンペーンを、成立して間もな

く盛んにやってきているが、それがなかなかうまくいかな

い。そのため今年の夏にまた会議をしたりして進めなけれ

ばいけないということだ。大衆の問題というのは全ての問

題が関わってくるため、そう簡単ではない。 

 

 毛沢東思想を、あるいはマルクス・レーニン主義という

革命思想をどこまで実現するかということでもあり、それ

から経済成長のためには経済合理性でもって動かなけれ

ばいけないということになると、どうしても生産性が低い

農民や労働者というものの扱いはそういうふうになって

いく。つまり、自然と階層についてお話したようなことに

なっていく。主観的な重視というのはよくとも、大衆を重

視するということを実現するのはなかなか簡単にはいか

ないということだ。 

 

 このように非常に困難な状況にある習近平主席の顕著

な対応でもう一つの柱は、言論統制の強化である。中国の

言論統制というのは昔から有名だったが、最近はまた非常

にきつく締めている。先ごろ、温州の郊外で高速鉄道の事

故があったが、あの時は中国のメディアがかなり頑張った。

人民日報の記者がかなり自由な報道をして、中国流のツイ

ッター“ウェイボー”でそれが流れた。鉄道部のスポーク

スマンは辞めさせられ、そのころの中国メディアは自由な

報道の結果として実績も上がったと言っていたのだが、最

近は規制が強められている。 

 メディア規制で典型的なこととして、マルクス、レーニ

ン、毛沢東思想を学習し直せとか、記者証を再発行するた

めにはその試験をするなどといったことをやり始め、今、

25 万人の記者が大変らしい。CCTV（中国中央テレビ）近辺

の人間も多くいるが、そういう人たちも含めて革命思想な

どを勉強し直さないと記者証が出ない。中国の場合には、

記者であるかどうか、記者証を持っているかどうかという

のが大きな意味を持つため、記者証が出なければいろいろ

なうま味が出ない。 

 

 またネット規制として、中国当局にとって不利になるよ

うな、好ましくない情報をネットで流す者は投獄までされ

る。現実にかなりの数が出ており、ネットも随分変化しつ

つある。ネットには中国政府もなかなか手を焼いていると

見られていたが、最近は中国版のツイッター、ウェイボー

は廃れてきたと言う人も出始め、そのくらいネットの状況

が変化し始め、中国政府のコントロール姿勢が非常に強く

なっている。 

 

 民主化しないということ

について話したい。最近盛ん

に耳にする民主集中制とか

民主生活会という言葉があ

るが、民主生活会というのを

ぱっと言える人というのは

相当なものだと思う。民主生 

活会というのは、民主は全く意味がないとした批判と自己

批判の会で、民主生活会がどのくらい開かれるかというこ

とによって、政治が右にいっているか、左にいっているか、

という一つのバロメーターになる面がある。 

民主集中制は、一方は民主、一方は革命の集中というバ

ランスのとれた思想だが、ポイントというのは集中にあり

民主ではない。最近は民主集中制ということを盛んに言っ

ており、政治的に左の傾向が強くなっているということに

なる。 

 

 最初に、三中全会に対する期待感を話したが、今回の三

中全会は、経済は右、政治は左、と表現した人がいる。政

治は左というのは、今日ここでお話したようなことに現れ

ており、習近平主席はそういう状況の中にあって言論統制

を強めている。 

 公安、武装警察、「城管」、これは時間の関係で割愛さ

せていただく。 

 

 本日の内容をまとめたい。図の横軸で民主制の程度を示

す。多くの人が自由に意見を言い、それで物事を決めてい

くというのが右の方で、左の方が官僚統制。今の一党独裁

下における中国の政治というのは左の方である。縦軸は上

が革命、下が前進的な改革となる。この図で言うと、毛沢

東は右上の部分に位置し非常に革命的であり、下の意見を

とり上げるという面があった。毛沢東も非常に複雑な人間

であり、これはあまりにも単純化しているのではないかと

思われる方もいるかもしれないが、そこはご容赦いただき

たい。 

 鄧小平は改革の面が強い。さらに言うと、文化大革命の

反省から出てきているため、秩序ある改革と言った方がい

い。天安門事件が起きても軍隊を出動させて押さえておく
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という性格がある。江沢民、胡錦濤はその系統の流れであ

る。 

 習近平主席は、少し上のほうに行かざるを得ないのでは

ないだろうか。つまり、革命路線を重視せざるを得ないよ

うな要素があるのではないかとも思われるが、これは分か

りにくいためクエスチョンマークを付けた。 

 ある意味において、習近平主席は鄧小平と同じような難

しい客観的状況の中にある。そこで、鄧小平と同じくらい

強いリーダーシップが発揮できるかどうかというのが、彼

に投げかけられる問題ではないか？ そのような面が出

てくるのではないかとみている。そういう目で見ると、習

近平主席は風貌的に得している面があるように思う。今の

中国では右か左かはっきりさせると危ない。あまりにも矛

盾した要素があり、一方で、さらに改革を進めていかなけ

ればならない。他方、革命というものをおろそかにはでき

ず、矛盾した要素の中でうまく調整してやっていかなけれ

ばならない。風貌で得をしているのではないか、と思う。 

 

 最近、中国の中で、もっと意思を鮮明にしろ、旗色を鮮

明にしろということが、おそらく習近平主席に対して向け

られているようである。それは、左か右かということをも

っとはっきり打ち出さなければ駄目だということだが、習

近平主席がそのような状況に備えた力があるのかどうか

というところが問題になっているとみている。これは今後、

彼の力を占う大きな問題でもあるだろう。詰まるところ、

私は習近平主席に関して、安定してやってきているという

ふうにはなかなか思えないのである。 

 

 

⑥ パネルディスカッション 

 

 

（坂東） 

 先生方からのお話にあったように、三中全会は終わった

ばかりで決定全文はまだ出ておらず、判断しにくいところ

がある。リコノミクス、あるいは習近平体制にとって、三

中全会で思う通りのことができたのかどうかというあた

りも関心が高いところではないだろうか。 

 4 人の先生方それぞれに三中全会のコミュニケから見た

評価をお聞きしたい。 

朱先生は公有制主体というのが最初に出てくることに

少々驚いたとおっしゃられたが、どのようにコミュニケを

読まれたかのか伺いたい。 

 

（朱） 

 先ほどもお話させていただいた通り、このコミュニケを

読んだ感想が主に 3点ある。一つは改革。全面改革とその

深化。経済だけではなく、文化、環境、政治といった改革

が増えたことである。私は 14 分野にまとめたが、改革が

いろいろな分野に及んだ点についてだ。 

 2 点目は改革の革新。現政権が発足してから一貫して目

指すものとして言われてきたことで、政府と市場の関係を

再構築するということ。 

 3 点目についてだが、今回は原則、あるいは分野、目標

などといったことしか出ていなかった点、つまり、具体的

な改革案はこれからになるだろうということである。 

コミュニケの中では国有企業改革についての具体的な

改革内容や目標に触れられておらず、公有制主体の維持と

いうことが出されていることに若干の失望がある。 

 

（坂東） 

 リコノミクスの視点から、かなり大胆な改革を期待した

と思う。田中先生はいかがだろう。 

 

（田中） 

 先ほどリコノミクスの特徴を 4点お話したが、コミュニ

ケを見る限り、そういった主張も入ってはいるものの、他

方で、習近平総書記のいろいろな講話と混ぜこぜになって

いるという印象を受ける。習近平氏は経済について 2回ぐ

らい演説をしている。日ごろ、経済についてはあまり語ら

ないが、１回目は 4月に鳥坎（うかん）で演説し、その時

に改革開放について話している。4月 23 日と鳥坎の時には

李克強氏とだいぶ違う見方をしていた。 

 それは何かと言うと、一つに改革というのはまず調査・

研究だとしていたことである。調査・研究をしなければ発

言権も無く、政策決定もできないということを言っていた。

これに対し、李克強氏はむしろ行動であると言っており、

まずこの点が異なる。またそのときに、国有経済の発展活

力を強めることを強調しており、これが 2点目の相違であ

る。 

 APEC(アジア太平洋経済協力会議)首脳会談が 10 月７日

にあったが、ここでまた経済改革について前進させていく

のだということを言うのだが、後になって、やはり改革は、

穏当、周到、慎重に準備していかなければならないという

言い方をしている。相当な前提条件があるわけだ。 

 先ほど朱先生も言われたように、今回のコミュニケには

国有経済の主導的作用を発揮させてコントロール、あるい

は影響力を増強しなければいけないとうたっており、習近

平氏の言葉がまさにそのまま入っている。 

 それからもう一つ、改革は胆力を持って慎重に進めなけ

ればいけないという表現があったが、これも習近平氏の主

張である。 

 他方で、今後は消費主導経済とか政府と市場の関係を調

整するなどといった表現も入っており、リコノミクス的な

ところもある。 
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全文が出てきたら、どれぐらい、どちらの見解が反映さ

れてくるのかに注目したいところだ。 

 

（坂東） 

 美根先生は、政治は左、経済は右とおっしゃっていたが、

どちらが強く出ていると思われるか。 

 

（美根） 

 私も 3 点ばかり印象がある。一つは、お二人も指摘され

たように、コミュニケには何でも入っているということ。

その中でどのような筋または路線に重点があるかという

ことが大事なのではないか。例えば、司法改革も入ってい

るが、これについて公報が述べていることはほとんど私に

とって意味がない。なぜかというと、中国の司法の問題は

党の主導のもとにあるという。そここそが根本的な問題な

のだが、それについて触れていないし、もちろん触れるこ

とはできない。党の主導というのは絶対であるから、それ

について触れることはない。詰まるところ、司法改革につ

いていろいろ言ってはいるが、そういう意味においてはほ

とんど意味がないのだ。 

 では経済関係ではどうかと言うと、これまた大事な問題

が何でも入っている。先ほどご指摘にあがった公有制を主

体にするというのも入っている。それから、政府機能を変

える、税制体制を変えなければいけない、企業の自主経営、

公平な競争、消費者の自由選択も入っている。いわゆる市

場経済的なことも重視しなければいけないと一方で言い

ながら、他方では国有企業にとって決定的に問題になるよ

うな表現はない。 

 つまり、「このコミュニケは国有企業を敵視していない」

とはっきり言っていいのではないかと思う。そういう意味

で、朱先生もご指摘の通り、国有企業の偉い人はおそらく

安心しているのではないだろうか。 

 もう一つに、国家安全委員会というものをつくったとい

うことがある。中国内外共に問題があるのは触れられてい

る通りで、最近でも立て続けに北京、ウルムチなどで事件

が起きている。中国内部の安定をいかに維持するかという

ことは非常に大事な問題。今まで非常に仲が悪かった公安

とか国家安全部、あるいは規律検査委員会が立体的に対処

しなければいけない。海の面でもいくつかの関係部門が一

つの統一部局にされたが、これについても似た考えがある

のではないかという気がする。 

 国家安全委員会は日本にも非常に大事な問題があるた

め、そのような観点からも注目されるのだが、それがもう

一つの問題だ。ただ、経済面はまだ発表されていない。決

定を見なければ、何とも言えないだろう。もう少し様子を

見る必要はあると思う。 

 

（坂東） 

 若干厳しい見方もあるようだが、曲先生は、どのように

ご覧になられるか。 

 

（曲） 

 今朝、新聞を見てきたが、中国は非常に大きな国のため、

公表するコミュニケに具体的な言葉を連ねるのは相当大

変だろうと思う。なかなか期待通りに行かない。しかし、

経済、文化、環境に関しての打ち合わせ文書がいろいろと

あるだろうから、具体的なやり方として、これからそれら

を公表するかもしれない。 

 私の言いたいことは 2点ある。 

 今の習近平氏の時代は江沢民、胡錦濤氏の時代よりもた

いへんに厳しい。内外の問題がいろいろと残されている状

態にあり、もっと大衆に近づいていかなければいけない。

中国の改革開放政策をどのように進めるか、社会問題がど

う解決したら経済はどう発展するか、そういった大きな問

題に直面している。 

しかしながら、習近平氏の印象は非常に穏やかで、改革

に品性を出しつつさらに発展していきたいというあたり

に多くの中国人は強く賛成している。習近平氏は解決すべ

き問題の多さを深く認識しており、中国人の期待感はどん

どんと高まっていく。それが一点。 

 もう一点は、今、国内に社会の公平、正義の問題、格差

の問題、経済発展などといったいろいろな問題がある中で、

真に経済成長し生産力をつけ、うまく経済発展させないと

いけないが、その時に問題となるのは施政官の不義的な行

動である。経済が発展するとともに、幹部のみならず一般

的な公務員の腐敗問題や横領問題が多く存在し、大衆の不

満は大きく募っていく。そのような社会不満に対し、まず

この問題を取り上げて改革することが必要になる。 

 これについて習近平氏はとても強い気構えがあるよう

だし、経済のさらなる発展のためには正しいと思う。「中

国の夢」はつまりは「自分の夢」。正しい武器で正しく発

展しようという認識が根底にある…。多くの国民はそうい

う気持ちで見ているのではないだろうか。 

 

（坂東） 

 今日の話題はどうしても経済問題が中心になる。いくつ

か、個別の問題についていくつか取り上げて、お話を伺い

たい。 

 上海につくられた自由貿易経済区だが、どれぐらい本気

でやる気があるのだろうか。コミュニケでは一言触れてい

るだけである。田中先生の見解はいかがか。 

 

（田中） 

 今回のコミュニケの主要改革項目の中で、あまり表面に

出てこないのは金融の改革でほとんど言及がない。本来、

金融の改革と言えば、為替レートの弾力化にしても金利の

改革にしても商取引の仲介にしても、かなり解決すべき項

目が残っているはずである。大項目の中に一つあってもい

いところだと思うが入っていない。一文だけ、金融市場シ

ステムの整備というのが入っているが、財政とか税制が大

項目に入っており、金融の扱いが非常に小さい。これが何

を意味するのか、決定が出てきたらもう少し詳しく書いて
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いくのか、不透明な点が多い。もしくは今回は議論を先送

りにして、例えば、上海の試験区の中でまず実験し、成果

を拡大していくという方向になっているのか、もし上海で

金融実験が成功するというようなことであれば、上海には

相当な意味がある。全体的に金融改革が停滞しているとい

うことであると大きな問題で、今後、決定文中の金融部分

はよく見ておく必要があると考えている。 

 

（坂東） 

 朱先生はいかがだろうか。 

 

（朱） 

 上海自由貿易実験区は今年9月に国民の認可を受けて正

式に立ち上げられたが、実はこの構想は 10 年前、上海の

前の指導者の時代から存在した。国内にもいろいろな意見

があり、ここまでにけっこう時間がかかった。しかし、今

回、正式に決定して大きな一歩を進めた。今までは租税区

としての考え方だったが、大規模かつ便利な加工貿易、あ

るいは金融的貿易やサービス業のさらなる成長といった

点がポイントだろう。 

 私が思うに、今回の実施は全面改革における一つの試験

で、政府と市場の関係の再構築をまずは上海でやるという

こと。自由貿易、加工貿易、保税などといったことは小さ

な一面で、金融やサービス業、会社の設立や競争の秩序な

ど、あらゆる面で思いきった規制緩和をするというのが今

回の内容である。これまでの政府と市場の関係―政府が何

でも介入する、あるいは市場がかなり制約されるという状

況―が、今回のテストでどうなっていくか。新しい方法で

何かできるかどうか。失敗したとしても上海だけのことで、

成功したらこれを中国全体に広げていく、ということか。 

 今回の三中全会では様々な分野における改革の内容を

決めたが、発表したものは方向性だけで、具体的な改革案

はこれからだ。方向性だけでは判断材料として足りないが、

上海自由貿易区でこれから実験するものを見ていれば、そ

れがまさに今回の改革の方向ではないか、と。言ってみれ

ば、この本格的な改革はこれから実施するということ。

2020 年までに効果が出ることを目指し、そのテストはすで

に始まっている。そのように認識している。 

 

（坂東） 

 曲先生はいかがだろうか。 

 

（曲） 

 全体的に注意深く見たいと思っている。過去、鄧小平氏

の改革・開放政策のときに深圳経済特区が創られ、そこで

の経験が国内に広がり、いろいろな特区がつくられるよう

になった。そういう実験的な意味として、上海の自由貿易

区の在り方はいいと思う。 

 しかし、中国のさまざまな分野の規制緩和を実行するの

は非常に難しい。地方利益など、いろいろな面で調整する

のが難しく、取るべき方針にも考慮が必要だろう。また政

府と市場との関係をどのように処理していくのか。まずは

速やかに実行しなければ、中国全土にうまく広げていけな

いのではないだろうか。 

 改革・開放政策として、試験区の建設は構造的にも非常

に重要な位置にあると思う。上海の自由貿易区をどのよう

に建設するかといった具体的な対策について、今後を期待

している。いずれにせよ、上海自由貿易区は試験区として

やるので、その結果をこれからさらに広げていくのだろう

という認識である。 

 

 
朱講師（左）、 曲講師（中央）、 坂東モデレーター（右） 

 

（坂東） 美根さんは先ほど、1980 年代ということから経

済特区を連想されたが、経済特区のときもさまざまな路線

の違いがありながら、その中で特区に封じ込めてやろうと

いうところがあったのではないかと思う。自由貿易試験区

については、どうみられるか。 

 

（美根） 今後、発表される決定文章を見る必要があるの

で、現段階では推測を重ねても一般的な方向性ぐらいしか

分からないだろう。今回のコミュニケの表現には上海とい

う文字は無く、自由貿易区という言葉が一回出てくるだけ

で、その建設を早めようという表現だった。その前後を見

ると、まずは大々的に投資を受け入れるとあり、その次に、

自由貿易区への建設を早めようというのが出てくる。 

 推測を重ねた私の印象として、この場合、上海の自由貿

易区と言っていいのかもしれない。李克強首相が、現在の、

なかなか難しい経済状況の突破口として非常に力を入れ

て考えたうえで進めたと言われており、おそらくそういう

ことなのだろうと思う。 

 李克強首相はこの問題を指示してもなかなか進まない

ことから、ある時、机をたたいて怒ったと、中国の新聞に

出たことがある。そのころから、消極的意見というか、抵

抗というものが非常に強かったのではないだろうか。 

 銀行といった既得権益を守りたいという側からすると、

新しい突破口をつくられては困るということになるだろ

うし、社会科学院の学者からも、これは必ずしも良い方向

ばかりではないという意見もあった。 

 このような経緯もあり、1980 年代の一つの有力な手段で

あった経済特区という可能性も、自由貿易区にはあろうか

と思う。しかし、わずかに分かっていることから推測する

と、これはまだまだ大変だということ。そういう視点があ

るせいかもしれないが、このコミュニケの表現は、ちょっ
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と素っ気ないように思う。私が自由貿易区のことを書くな

ら、もっといろいろと書き込みたいような気がする。 

 

（坂東） 

 4 人の先生のうち 3 人の方が言われていたが、一つ、わ

れわれから見て心配になるのは、地方政府の過剰債務とい

うか、シャドーバンキングの問題だろう。田中先生は李克

強首相自身のコントロールについてお話されていたが、実

体としてはどの程度にリスクがあるのだろうか。 

 

（田中） 

 まず、シャドーバンキングにはいろいろなものが含まれ

るので、十把一絡げにシャドーバンキングと言ってしまう

と非常に分かりにくくなってしまうという面がある。シャ

ドーバンキングの中には理財消費ということもあれば、質

屋あるいはノンバンク、民間企業向けのさまざまなヤミ金

融とか高利貸しも入り、資金の流れにしても、地方政府の

ルートがあれば、民間企業に流れてくる資金ルートもある。

もしこれが全部なくなってしまうと、中国民間企業の相当

部分が沈下してしまうのではないだろうか。つまり、民間

企業の資金調達としてのルートがシャドーバンキングの

中にも出来上がっているという部分があることは確かで、

厳しい規制の中で全てが危険とは言い切れない。 

 それから中国の金利、特に預金金利についてだが、いま

だに規制が残って低金利で抑えている環境の中で、物価は

3％を超えている。今は預金金利を 3.3％までしか付けられ

ず、物価が 3％を超えてしまうと、実質金利はほとんどゼ

ロだ。そのような状況でも金利は動かせない。そうすると、

金利志向の強い人は理財商品に意識が流れてしまう。それ

はつまり硬直した預金金利を柔軟に変動させるような役

割を持っているということで、シャドーバンキング全体全

てがけしからんということではないだろう。 

 ただその中で、地方政府が債務を返すような融資プラッ

トフォームにはやはり問題が多いということで、現在は地

方政府の債務が本当はいくらあるのかを検査している最

中だ。2010 年末にして 10.7 兆元という数字が出ていたが、

どうもこれはおかしい、過小評価しているのではないかと

いうのが今の見方ではないか。今年の春に更迭された元財

政部長が、実は 20 兆元あるのだと言ってしまって大騒ぎ

になり、恐らくもっとあるだろうとみられている。地方政

府の債務の崩壊はかなり深刻であり、地方政府が抱えてい

る融資プラットフォームの問題というのも実体が解明さ

れていない部分が多くあるので、実際にどれぐらい債務が

膨らんでいるのか注意が必要だろう。 

 融資プラットフォームは債券を発行し、その債権で資金

を調達して地方の借金を返していくので、その償還期限が

来るまで問題は先送りになる。そのためここ数年、地方政

府の債務償還問題は表面化していない。この債権は期間が

7 年ぐらいだと言われており、問題が 7 年先送りになって

いる状態だ。今後、債券の償還時期になれば同じ問題が出

てくる。早いうちに地方政府の債務問題について抜本対策

を打つ必要があると思う。 

 

（坂東） 

 この点、朱先生はいかがか。 

 

（朱） 

 私は、地方の債務問題とシャドーバンクに関連性はある

ものの、違う問題と見る。地方の過剰債務は確かに問題だ

が、地方政府が勝手に無理やりそういうことをやっている

というより、その根は中央資本関係、今の財政税収関係と

いうことだ。中央が全部を取って、地方が使う。足りない

分は日本の交付金と同じような交付税で補填（ほてん）す

る。しかし、どう補填しても足りない。そこで地方政府は

どうするかというと、対策の一つとして自分で収入を探す。 

 例えば、末端の政府機関が農民からいろいろと徴収する

こともあるが、もう一つとして支出を減らす。例えば医療

や教育といった公共サービスの質と量を減らすのだ。その

典型的な例は給料をもらえない農村の小学校教師。 

さらに、もう一つの手段に土地財政がある。譲渡収入と

して土地から収入を上げる。これは財政予算ではなく地方

の予算でも予算外資金でもない。議会や司法、全人代の監

督を受けないため、地方政府は用途を指定せず、ポケット

マネーのように何にでも使える。 

 しかし、最近は土地の相場も上がらず、売却もできなく

なっている。どうするかというと借りるしかないのだが、

今の法律では地方政府は債券発行ができない。必ず中央政

府の代理発行で借りないといけない。地方政府は直接融資

もできない。それ故、いわゆるプラットフォーム、つまり

地方政府関連の会社が銀行からお金を借りるということ

を考えたのだが、現在はこれが過大になってしまい、結果

として負担になってしまっている。不良債権になる可能性

があるため、これは時限爆弾とも言われている。 

 現時点で債務の残高はかなりあるが、どのくらいが不良

債権になるかはまだ分からない。推測すると、この債務が

膨らんだ時期はやはり金融危機直後の刺激策、2009 年、

2010 年がピークだった。このときに借りたものが不良債権

になるかどうか。大体 4、5 年後に返済出来るかどうかが

分かる。焦げ付く可能性はあっても今はまだ不良債権化し

ていない。経済成長が維持できれば、不良債権になる比率

はおそらく下がるだろう。 

 現時点で、商業銀行の不良債権の残高および比率は高く

ない。今後、若干高くなるかもしれないが、今の時点で時

限爆弾が必ず爆発するとは判断しかねる。 

 シャドーバンクの話だが、中国では影の銀行と言ってい

る。英語は Shadow Banking。しかし日本語で言うと、シャ

ドーはジャドウ（邪道）に聞こえるらしい（会場笑い）。

ヤミ金融のように使われるが、しかし、シャドーバンクは

合法的なものだ。 

中国の今の金融システムでは高い金利は設定できない。

あるいは中小企業がいくら困っていても銀行から借り入

れることができない。金融機関は全ての資金の需要をカバ
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ーすることができず、中央銀行の引き締めの下、融資はさ

らに絞られるから、必要な借り入れができないと駄目にな

ってしまう。だから、いくら高い金利でも借りるようにな

る。 

 現在の金融システムに問題があるため、いろいろな金融

機関でこのような理財商品を認めるということがあるが、

これも金融改革の一つのステップだと私は理解している。

実際、こういう理財商品を見る限りは信託投資、あるいは

委託投資、委託融資のようなものだ。一部は中小企業、一

部は銀行融資が禁止された過剰産業、あるいは地方政府の

融資プラットフォームで、ここには金がある。 

 なぜ、今これが問題になったのか。私は 2つの問題があ

るとみている。一つは、大きくなりすぎて、中央銀行の資

金管理の範囲外になり、その分、政府としてのコントロー

ルができない。金融は引き締め政策だが、別のルートでお

金が流れており、それを政府がコントロールできないのだ。 

 またもう一つの問題として、これが非合法的なものでは

ないということだ。一般的に問題は問題だが、現状として

は金融システムの補助的な存在。しかし、やり過ぎている

ため、少し気をつけていかないと、という状況なのだ。 

 

 
美根講師（左）、 田中講師（右） 

 

（坂東） 

 美根先生は税制の面からお話されていたが。 

 

（美根） 

 今回の三中全会のコミュニケだが、中央と地方との関係

については割と書かれている。例えば、都市と農村といっ

た二元構造が各々の発展というものを妨げているとか、工

業をもって農業を促す、つまり工業がリードして農業を発

展させるという考え。都市が農村をリードするという直接

的なことも入っている。工・農は互恵的に発展していかな

ければいけないとあるが、これも結局、一番大事なところ

の税制に絡んでくる。最も地方が悩んでいる税制問題をど

うしていくかという問題は、大雑把に言ってしまうと、中

国経済の半分ぐらいがそこにかかっているのではないか

というくらいに大きな問題だ。しかしそれにしては、コミ

ュニケでの扱いが抽象的のように思える。都市と農村との

協力などと言っているが、具体的にどういう意味かという

ことになると、いかようにでも解釈できる表現のため、こ

れも結局、決定を見る必要がある。今の印象はそんなとこ

ろだ。 

（坂東） 

 今、都市と農村の話が出たので、曲先生に伺いたい。今

回のコミュニケに、戸籍改革に踏み込めるような表現はな

かった。都市と農村の関係では、美根先生が触れられたよ

うなかたちで書かれていたのだが、やはり 2020 年という

全体の改革を見ると、都市と農村、あるいは都市住民と農

民という、非常に格差のある中国社会においては、そこが

何とかならなければ、全面的な小康社会の実現は難しいの

ではないだろうか。先生は 2020 年というタームで改革が

成功すると思われるか。 

 

（曲） 

 都市化の改革は、これから非常に大きいテーマになるだ

ろう。都市と農村では大きな格差がある。また中小都市は

大都市ほど酷くはないが、大都市には非常に複雑な問題が

発生する。北京や上海のような大都市には、いろいろな問

題がある。例えば、北京市の統計では人口は 1,800 万人に

なるが、実際は登録していない人が大勢いて、私が調査し

ても 2,000 万人以上はいる。北京では都市の戸籍があれば

子どもの教育や医療に保障があるが、農村戸籍だとそうは

いかない。非常に大きな都市ゆえに、戸籍の問題など非常

に難しい。 

 李克強首相の話では、これからの中国の都市化のスタイ

ルは中小の都市にするという。大都市ではなく、中小規模

の都市の発展によって、地方の特長を生かした経済を目指

していくが、都市開発、都市再生だけに執心してはいけな

い。都市建設については、都市プラン、規模、管理、政治

との調和といったいろいろな側面から考慮していかなけ

ればいけないとしている。 

 李克強首相は、都市化に関する調査研究会や有識者によ

る専門家会議を開いて、都市化のモデル開発や企画をきち

んと進めようとしている。中国経済のさらなる成長のため、

このように進めて行きながら、いろいろな問題に直面し、

解決していくようになるのだろう。 

 

（坂東） 

 会場の声も伺いたい。先生方への質問などあるだろうか。 

 

（フロア） 

 中国の先生にお伺いしたい質問が 2つある。 

 一つは、今回の三中全会について。市場メカニズムを入

れて発展させていくということに個人的な懸念を覚える。

なぜかというと、一つに PM2.5 とか、水、土壌汚染といっ

た環境汚染問題があること、もう一つに経済の持続的な発

展というのは社会保障が伴って初めて安定化していくも

のだと思うので、今の制度社会で経済が破綻しているのは

そこに問題があるのではないか、つまり社会保障という視

点がしっかり入らなければ、市場メカニズムの効果は無い

のではないか。その辺りについてのお考えを伺いたい。 

 二つ目。第 11 次、第 12 次五カ年計画において、中国の

技術創造力、革新力といったものを高らかにうたっていた
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が、今必要なのはそこのところ、つまり今までの研究成果

を確かな実としてやっていかなければ、内部からの経済の

本当の底力が出ずに、また貿易の方に頼ってしまうのでは

ないか。まだ報道で出た限りの情報しか得ていないが、科

学技術、刷新力については三中全会であまり言及がなかっ

たのではないか。それについて、どのようにお考えだろう

か。 

 

（朱） 

 市場メカニズムの強化というのは、今までと比較して言

っていること。市場経済、あるいは計画経済なのかと言え

ば、三十数年の改革の結果として今の市場経済となる。WTO

（世界貿易機関）に加盟したときは市場経済として認めて

いなかったため、若干、貿易摩擦が発生しているが、実際

は市場経済だ。しかし、この市場経済はあくまでも中国的

な市場経済で、過去の計画経済の悪影響を残している。つ

まり、政府の市場に対する介入が多いということだ。今の

市場メカニズムはかなり抑制されたものであるから、政府

の役割をもう少し減らして、市場の役割を増やさなければ

いけない。つまり、こういうことを今の改革でやろうとし

ているのだ。 

 改革によって PM2.5 が下がったり、水汚染がなくなった

り、あるいは改革が進んで台風が来なくなるということで

はない。市場経済において、市場の役割を拡大する分野と、

政府が厳しくコントロールする分野は違う。先ほど申し上

げた 14 の分野の中に環境問題は入っている。環境で市場

メカニズムを強化するということではない。 

 2 つ目のご質問だが、今まで確かにイノベーションの強

化とか、内需を拡大して投資依存、外需依存から脱却する

とか、胡錦濤時代から言い続けてきた多角的発展といった

ことがあったが、これをもうやらないとは言っていない。

むしろ、私は、進めていくのではないかと思う。今回は改

革の方針について言っている。目的が違うため、成長パタ

ーンもしくはマクロ経済の方向性といったことを強調し

ていないのだろう。経済発展のスタイルや、これまで推進

してきたことを否定するのではなく、今までやろうとして

いたことは引き続きやる、しかし、今の改革は経済だけで

はなく改革の深化に関して会議を開いた、というように理

解できるのではないだろうか。 

 

（坂東） 

 時間のため、これで閉幕させていただきたい。ご清聴に

感謝する。 

 

（了） 
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2．講演資料 
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